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2 0 2 4 年 4 月 

在チリ日本大使館経済班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （ 2024年 3月 ）  

 

 

１ ． 経 済 指 標  

（ １ ）  GDP 成 長 率 （ 2023 年 Q4）  

2023 年 の 第 4 四 半 期 （ 10 ～ 12 月 期 ） の 実 質

Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率 は ， 前 年 同 期 比 0.4 ％ と ， 前 期 に

引 き続 き増 加 した。ま た， 季 節 調 整 済 前 期 比 の

伸 び率 は、0 .1％ と増 加 した。 

 

①  需 要 項 目 別 の動 向  

内 需 は 前 年 同 期 比 ▲ 2.5 ％ と な っ た （ 寄 与 度 ▲2.5 ％ ） 。 消 費 は 前 年 同 期 比 ▲2.0 ％

（ 同 ▲1.5 ％ ） とな った 。内 訳 は ， 民 間 消 費 が 同 ▲2.5 ％ ， 政 府 消 費 は 同 0.4 ％ とな っ た 。

総 固 定 資 本 形 成 は 前 年 同 期 比 ▲ 5.7 ％ （ 寄 与 度 ▲ 1.4 ％ ） と な っ た 。 内 訳 を み る と ， 機

械 ・ 設 備 投 資 が 同 ▲9.1％ ， 建 設 ・ 住 宅 投 資 が同 ▲3.3％ であった。在 庫 品 増 加 は 寄 与

度 ▲0.3％ であった。 

 外 需 の 寄 与 度 は ， 2 .9 ％ とな った 。 輸 出 は ， 前 年 同 期 比 ▲ 1.2 ％ とな った 。 品 目 別 で は

銅 が同 ▲1.8％ ， 鉱 業 品 全 体 は同 ▲3.0％ となった。財 全 体 では同 ▲1.3％ ， 農 林 水 産 品

は同 ▲18 .5％ となった。輸 入 は， 同 ▲8.1％ であった。 

 

②  セクター別 の動 向  

セクター別 では， 銅 が前 年 同 期 比 ▲4.3％ となり， その他 の鉱 業 は同 ▲4.7％ となった。

鉱 業 全 体 で は 同 ▲ 2.5 ％ とな った 。製 造 業 は 同 2.9 ％ と増 加 した 。農 林 業 は 前 年 同 期 比

▲2.5％ ， 水 産 業 が同 ▲0.1％ となった。 

 

＜ 概 要 ＞ 景 気 は回 復 している。  

●  消 費 は改 善 している。 

●  生 産 は工 業 ・ 鉱 業 ともに増 加 。企 業 マインドは良 化 している。 

●  失 業 率 は上 昇 している。 

●  物 価 は上 昇 している。 

●  貿 易 は黒 字 となっている。 

●  銅 価 格 は上 昇 ， 為 替 はペソ安 傾 向 ， 株 価 は上 昇 で推 移 している。 

先 行 きについては 、財 政 ・ 年 金 ・ 税 制 な ど の国 内 政 治 動 向 及 び ウクライナ 情 勢 を含 む世 界

経 済 情 勢 に留 意 する必 要 がある。 
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（ ２ ）  経 済 活 動 指 数 （ IMACEC） － 前 年 同 月 比 4.5％ －  
2 月 の IMACECは 前 年 同 月 比 4.5 ％ ， （ 季 節

調 整 済 前 月 比 は0.8 ％ ） となった。営 業 日 数 は

1 日 多 か っ た 。 鉱 業 は 前 年 同 月 比 11 .5 ％ 、 鉱

業 以 外 の 業 種 は 同 3.5 ％ だ っ た 。 季 節 調 整 済

前 月 比 で は 鉱 業 は 2.5 ％ 、 非 鉱 業 部 門 は

0.6％ となった。 

中 銀 ア ン ケ ー ト （ 4 月 ） に よ る 3 月 の IMACEC

見 通 し は 前 年 同 期 比 2.0 ％ （ 中 央 値 ） と な って

いる。 

 

（ ３ ）  消 費 － 改 善 している－  
①  2月 の商 業 活 動 指 数 （ 実 質 ， INE公 表 ） は，

前 年 同 月 比 1.9 ％ ， 同 指 数 の 小 売 業 （ 除 く

車 ） は同 4.3％ となった。 

②  2 月 の ｽ ｰ ﾊ ﾟ ｰ ﾏ ｰ ｹ ｯ ﾄ 販 売 額 （ 実 質 ， INE 公

表 ） は， 前 年 同 月 比 0.9％ となった。 

③  2 月 のｻﾝ ﾃｨｱ ｺ ﾞ首 都 圏 商 業 販 売 額 （ チリ 商

工 会 議 所 公 表 ， 既 存 店 ， 暫 定 値 ） は ， 前 年

同 月 比 9.5％ となった。 

④  3月 の消 費 者 経 済 認 識 指 数 （ IPEC， Gfk  Ad ima rk公 表 ） は31 . 4  (前 月 差 ▲0.5 )， 個 人

の景 気 認 識 （ 現 状 ） は33 .3（ 同 ▲1.4） と， 引 き続 き50（ 中 立 点 ） を下 回 っている。 

⑤  3月 の新 車 販 売 台 数 は23,525台 （ 前 年 同 月 比 ▲37 .4％ ） となった。 

 

（ ４ ）  鉱 工 業 生 産 ， 電 力 － 工 業 、鉱 業 ともに増 加 －  
2 月 の 工 業 生 産 指 数 は ， 前 年 同 月 比

8.8 ％ と な っ た 。 セ ク タ ー 別 で は 製 紙 が 増

加 （ 寄 与 度 3.12 ％ ） ， 機 械 製 品 が 減 少

（ 同 ▲0.6％ ） に寄 与 した。 

2 月 の 鉱 業 生 産 指 数 は 前 年 同 月 比

7.7％ ， 銅 生 産 量 は同 9.9％ となった。 

2 月 の 電 力 指 数 は 前 年 同 月 比 7.4 ％ と

なった。 
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（ ５ ）  企 業 の業 況 判 断 － 良 化 －  
3 月 の IMCE （ 企 業 業 況 判 断 指 数 ） は

46 .3 ポ イ ン ト で ， 前 月 差 1.4 ポ イ ン ト と な り ，

25 か 月 連 続 で 中 立 点 を 下 回 っ た 。 内 訳 を

見 ると， 商 業 が52 .6（ 同 2 .6ポイント） ， 鉱 業

が63.8（ 同 1 .6ポイント） ， 製 造 業 は42.0（ 同

▲ 0.8 ポ イ ン ト ） ， 建 設 業 が 28 .7 （ 同 4 .3 ポ イ

ント） となった。 

 

 

（ ６ ）  雇 用 － 失 業 率 は上 昇 －  
12 ～ 2 月 期 の 失 業 率 は 8.5 ％ （ 前 年 同 期 差

0.14 ％ ） と ， 高 い 水 準 に あ る 。 労 働 力 人 口 は

320 , 135 人 増 加 （ 前 年 同 期 比 3.2 ％ ） ， 就 業 者 数

は 279 , 447 人 増 加 （ 同 3.1 ％ ） し ， 失 業 者 数 は

40 ,688 人 増 加 （ 同 4.9 ％ ） して い る。 就 業 者 数 を 職

業 別 に み る と ， 商 業 が 前 年 同 期 比 寄 与 度 1.5 ％ 、

建 設 が同 ▲0.3％ と減 少 に寄 与 している。 

2 月 の 賃 金 （ 速 報 値 ） は ， 名 目 は 前 年 同 月 比

6.8％ ， 実 質 は同 2.3％ となった。 

 

 

（ ７ ）  物 価 － 上 昇 している－  
3 月 の 消 費 者 物 価 指 数 （ 総 合 ） は ， 前 月 比 は

0.4 ％ ， 前 年 同 月 比 は 3.7 ％ と な っ た 。 品 目 別 に 前

年 同 月 比 の 動 き を 見 る と 食 料 品 （ 4 .3 ％ ） ， ア ル コ

ール飲 料 ・ タバコ（ 6 . 7％ ） が上 昇 した。なお， 生 鮮 ・

燃 料 を 除 く 指 数 は ， 前 月 比 0.5 ％ ， 前 年 同 月 比

3.3％ であった。 

中 銀 ア ン ケ ー ト (4 月 ) に よ る イ ン フ レ 期 待 は 1 年

後 ： 3.1 ％ （ 前 月 3.0 ％ ） ， 2 年 後 ： 3.0 ％ （ 前 月

3.0％ ） となっている。 

2月 の生 産 者 物 価 （ 全 産 業 ） は， 前 月 比 2 .9％ ， 前 年 同 月 比 は5.7％ となった。農 林 牧

畜 （ 前 年 同 月 比 10 .3％ ） などが上 昇 した。 
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（ ８ ）  貿 易 － 黒 字 となっている－  
①  3 月 の 輸 出 額 （ FOB ） は 79 .5 億 ド ル （ 前

年 同 月 比 ▲ 13.7 ％ ） と な っ た 。 内 訳 を 見 る

と ， 鉱 業 品 47.0 億 ド ル （ 同 ▲ 10.5 ％ ） （ 全

体 の 59 .2 ％ ） ， 農 林 水 産 品 6.5 億 ド ル （ 同

▲13.0％ ） （ 全 体 の8.2％ ） ， 製 造 業 品 26 .0

億 ドル （ 同 ▲ 18 .9 ％ ） （ 全 体 の 32 .7 ％ ） とな

っ た 。 鉱 業 品 の う ち 銅 は 40.9 億 ド ル （ 同 ▲

5.5 ％ ） （ 鉱 業 品 輸 出 額 全 体 の 86 .9 ％ ） と

なった。 

②  3 月 の 輸 入 額 （ FOB ） は 61 .8 億 ド ル （ 前

年 同 月 比 ▲ 10 .1 ％ ） と な っ た 。 内 訳 （ CIF ） は ， 消 費 財 18 .7 億 ド ル （ 同 9.8 ％ ） ， 中 間 財

34 .7億 ドル（ 同 ▲20 .6％ ） ， 資 本 財 13 .0億 ドル（ 同 ▲3.7％ ） となった。 

③  3月 の貿 易 収 支 （ FOB） は17 .7億 ドルの黒 字 となった。 

 

（ ９ ）  対 日 ・ 中 ・ 韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （ FOB） ： 2月 の貿 易 額 は， 輸 出 額 6.0億 ドル（ 前 年 同 月 比 ▲19.2％ ） ， 輸 入

額 2.4億 ドル（ 同 29 .9％ ） ， 貿 易 総 額 では8.4億 ドル（ 同 ▲9.5％ ） となった。 

②  対 中 貿 易 （ FOB ） ： 2 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 32 .1 億 ドル （ 前 年 同 月 比 18.0 ％ ） ， 輸 入

額 14.5億 ドル（ 同 1.2％ ） ， 貿 易 総 額 では46.6億 ドル（ 同 12 . 2％ ） となった。 

③  対 韓 貿 易 （ FOB ） ： 2 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 3.3 億 ドル （ 前 年 同 月 比 ▲ 27.05 ％ ） ， 輸

入 額 2.3億 ドル（ 同 37 . 8％ ） ， 貿 易 総 額 では5.5億 ドル（ 同 ▲9.6％ ） となった。 
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２ ． 市 場 の動 き 

（ １ ）  国 際 銅 価 格 － 上 昇 －  
3 月 の 国 際 銅 価 格 は 1 ポ ンド 3 . 8 1 ドル （ 1 日 ） で

始 ま った 。 月 末 に は 3 . 9 6 ドル （ 2 8 日 ） と 前 月 末 比

4.1％ で終 了 した。 

3 月 の 銅 在 庫 は ， 362 ,037 ㌧ （ 1 日 ） で 始 ま り ，

月 末 に は 429 , 972 ㌧ （ 28 日 ） と 前 月 末 よ り 増 加 し

た。 

 

 

 

 

（ ２ ）  為 替 － ペソ安 傾 向 －  
3 月 の 為 替 は ， 1 ドル 9 6 8ペ ソ（ 1 日 ） で 始 ま っ

た 。 そ の 後 ， 月 後 半 に か け ペ ソ 安 傾 向 で 推 移

し ， 月 末 は 9 8 1 ペ ソ （ 2 8 日 ） と 前 月 末 差 1 7 ペ ソ

で終 了 した。 

 

 

 

 

 

（ ３ ）  株 価 － 上 昇 －  
3月 のIPSA値 （ サンティアゴ主 要 株 式 指 数 ）

は6481ポイント（ 1日 ） で始 まった。その後 上 昇

し ， 月 末 に は 6644 ポ イ ン ト （ 28 日 ） と ， 前 月 末

比 3.0％ で終 了 した。 
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３ ． 経 済 トピックス(報 道 等 情 報 ) 

（ １ ）  日 本 で176億 米 ドルの事 業 を紹 介 ： 公 共 事 業 省 プレスリリース 

3月 12日 、チリ公 共 事 業 省 は、ロペス公 共 事 業 大 臣 が日 本 で176億 米 ドルの事 業 を発

表 した旨 のプレスリリースを発 出 した。 

「 ロ」 大 臣 は、フローレスInves tCh i l e （ チリ投 資 促 進 庁 ） 長 官 、サンチェス・ コンセッショ

ン総 局 長 とともに、セミナー「 MOP： 公 共 政 策 とプロジェクトの定 義 における制 度 的 経 験 」

でプレゼンテ ーショ ンを 行 い 、出 席 した20社 以 上 の日 本 企 業 に対 し、2024年 から2028年

の間 に 入 札 される43プロジ ェクト 、176億 米 ドルのポ ート フォリ オを 紹 介 した 。特 に 、プレゼ

ンテーションでは、国 道 5号 線 の新 区 間 、国 道 68号 線 、タルカ刑 務 所 、アラウカニア空 港 、

アントファガスタ州 とアタカマ州 の空 港 ネットワーク、貯 水 池 など、2024年 と2025年 に入 札

されるプロジェクトに焦 点 が当 てられた。 

同 セ ミナ ーに 加 え、 「 ロ 」 大 臣 と 「 フ 」 長 官 は、 國 場 国 土 交 通 副 大 臣 を は じめ と す る 日

本 政 府 当 局 やイ ンフラ協 会 、多 くの企 業 などとの重 要 な会 談 を12件 実 施 し、コンセッショ

ン・ ポートフォリオの詳 細 や三 井 物 産 、丸 紅 、双 日 といった日 本 の大 手 企 業 のチリにおけ

る事 業 について話 し合 った。更 に、日 本 脱 塩 協 会 （ JDA） 及 び造 水 促 進 センター（ WRPC）

の会 員 企 業 5社 とも、チリにおける海 水 淡 水 化 の投 資 機 会 について話 し合 った。 

國 場 国 土 交 通 副 大 臣 との会 談 では、両 国 間 の共 同 作 業 を促 進 する必 要 性 と気 候 変

動 の影 響 を 緩 和 する ために 協 力 する 持 続 可 能 なプロジ ェクトの開 発 に 取 り 組 むこと の重

要 性 について合 意 。國 場 副 大 臣 は、防 災 や赤 潮 対 策 、海 底 ケーブルに関 する協 力 など、

チリとの協 力 関 係 。また、世 界 的 な気 候 変 動 に関 連 した自 然 災 害 の観 点 から、より強 靭

なインフラの必 要 性 を強 調 し、日 本 で実 施 されている復 旧 ・ 復 興 政 策 についても言 及 され

た。 

「 ロ」 大 臣 は、広 報 するために、民 間 企 業 や公 的 機 関 において、公 共 事 業 省 が東 京 で

行 った精 力 的 なアジェンダを強 調 。主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①今 回 の訪 問 では、公 共 事 業 のための官 民 パートナーシップであるコンセッション・ プログ

ラムを推 進 し、投 資 家 の裾 野 を広 げることに努 めた。私 たちは、今 後 数 年 間 にわたり、強

力 かつ多 様 なプロジェクトのポートフォリオを用 意 しており、世 界 中 の様 々な国 の投 資 家 に

とって大 きな関 心 事 となるはずである。 

②私 たちは、30年 にわたるコンセッション・ プログラムの成 功 の経 験 があり、これは、安 全 で

魅 力 的 な投 資 先 と し てのチ リの提 案 と、投 資 家 に とってもチリ に とっても高 水 準 の法 的 ・

財 政 的 条 件 を備 えた官 民 パートナーシップ・ プログラムを検 証 し、支 持 するものである。 

③中 央 銀 行 がチリで登 録 したアジアからの投 資 総 額 の44％ を日 本 が占 めており、特 にエ

ネルギー、鉱 業 、グローバルサービス、食 品 産 業 の分 野 での投 資 が多 い。 

 「 フ」 長 官 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①インフラ分 野 の日 本 の投 資 家 だけでなく、海 外 でのインフラ整 備 を推 進 する業 界 団 体 と

も10件 以 上 の商 談 を行 った。 

②また、水 処 理 に 関 連 する業 界 団 体 や、海 水 淡 水 化 に 関 連 する業 界 団 体 とも会 合 をも

った 。これらの業 界 団 体 は、私 た ちがチリ として経 験 してい る水 危 機 の課 題 に とって非 常

に重 要 である。 

 「 サ」 総 局 長 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①今 回 のセミナーでは、日 本 における官 民 パートナーシップの経 験 について直 接 学 ぶこと
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ができただけでなく、日 本 の企 業 や学 識 経 験 者 にも我 々のシステムや、とりわけ非 常 に魅

力 的 なポートフォリオについて知 ってもらうことができた。 

②その意 味 で、日 本 の投 資 家 は、チリに とって重 要 なプロジェクト、特 に 水 問 題 に 関 連 す

るプロジェクトに特 別 な関 心 を示 している。例 えば、コキンボ海 水 淡 水 化 プラントや津 波 早

期 警 報 サイレンネットワークなどである。彼 らは、何 よりもその技 術 に魅 力 を感 じている。こ

の意 味 で、2024年 と2025年 に 入 札 が行 われる持 続 可 能 な輸 送 プロジ ェクト 、ケ ーブルカ

ー、路 面 電 車 などプロジェクトは日 本 企 業 にとってチャンスとなり得 る。 

 

（ ２ ）  リチウムの輸 出 総 額 割 合 は上 昇 ： 報 道  

3月 12日 、当 地 ディア リオ ・ フィナ ンシ エロ電 子 版 は、リチウ ムの輸 出 額 は輸 出 総 額 割

合 の1％ から8％ に上 昇 し、2023年 には78億 米 ドルに達 した旨 を報 じた。 

リチウムが大 流 行 して いる。そ れに は理 由 がある。2023年 には過 去 最 高 の81億 4 , 00 0

万 米 ドルを記 録 した2022年 に比 べ、減 少 を記 録 したものの、3年 前 には輸 出 額 の1.1％ だ

ったチリのリチウムの比 重 は増 加 し、2023年 には合 計 78億 2 ,300万 米 ドルとなり、8％ を占

めるまでになった。 

チリ 外 務 省 に よると、2023年 に 総 額 463 . 8億 米 ドルとなった 他 の鉱 業 輸 出 額 と比 較 す

ると、リチウムは輸 出 額 の14 . 4％ を占 めるに過 ぎない。誰 がチリのリチウムを買 うのか、公

式 発 表 に よれば、主 にアジアである。リチウム輸 出 の94％ はア ジア向 けで、中 でも中 国 か

らの購 入 が目 立 ち、中 国 だけでチリ産 リチウムの64 .7％ を購 入 している。 

豪 州 は、世 界 有 数 のリチウム生 産 国 であり、発 言 は重 くのしかかる。オセアニア諸 国 の

政 府 機 関 は、 世 界 的 なリチ ウ ム 採 掘 量 の 増 加 が 当 面 の供 給 過 剰 に つ ながってお り 、供

給 過 剰 を 反 映 して、 近 年 長 期 に わた って不 足 してい た 世 界 在 庫 が増 加 してい ると し てい

る。また、豪 州 産 業 省 は、価 格 は2021年 以 前 の水 準 を 上 回 ると予 想 され、高 コストの生

産 者 やプロジェクトが市 場 に参 入 できるようになる。また、価 格 は、2025年 までに2022年 の

ような高 水 準 になるとは予 想 していない 。非 常 に 高 い 不 確 実 性 がある。リチウム市 場 は、

新 規 生 産 者 の市 場 参 入 と 電 気 自 動 車 需 要 の急 速 な伸 びに より 、大 き な構 造 変 化 を 遂

げているとしている。 

リチウム価 格 は下 落 しており、豪 州 政 府 は2022年 に見 られたピークを繰 り返 すことはな

い と見 積 もってい るが 、電 気 自 動 車 産 業 の 要 求 に より 、リ チ ウ ム 需 要 は引 き 続 き 旺 盛 で

ある。ゴールドマン・ サックスは、電 気 自 動 車 は今 後 も拡 大 し続 け、2040年 には世 界 中 で

約 7 ,30 0万 台 の電 気 自 動 車 が販 売 されると予 測 してい る。電 気 自 動 車 には銅 だ けでなく、

電 気 自 動 車 の価 値 の約 40％ を占 めるリチウム電 池 も使 用 されている。 

サンウエサ外 務 省 国 際 経 済 担 当 次 官 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①リチウム市 場 は、エレクトロモビリティ産 業 の需 要 と、エレクトロモビリティとエネルギー転

換 に関 する世 界 各 国 の政 府 政 策 に強 く影 響 されている。 

②2022年 、欧 州 議 会 は2035年 までにガソリン車 とディーゼル車 の新 車 販 売 を禁 止 するこ

とを 承 認 した こと、米 国 政 府 は2030年 に 国 内 で販 売 される新 車 の半 分 をゼロ・ エミッショ

ンにするという目 標 を 設 定 したこと、中 国 政 府 は電 気 自 動 車 の導 入 を強 力 に推 進 してい

ること、そ してもちろ ん、我 々の場 合 は公 共 交 通 機 関 と民 間 交 通 機 関 に おけ るエレクト ロ

モビリティの推 進 と、2023年 発 表 された国 家 リチウム戦 略 がある。 

③世 界 の新 しいトレンドが、チリを 新 しい 要 求 に 適 応 させてい る。2023年 、チリは9種 類 の
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リチウム製 品 を輸 出 した。その中 で、硫 酸 リチウムのシェアが9. 6%に達 し、水 酸 化 リチウム

のシェアが2022年 の5.5%から2023年 には12.9%に上 昇 した。他 方 で、炭 酸 リチウムは、202

3年 は99 . 3%から77 . 5%に減 少 した。金 額 ベースでは、2023年 の水 酸 化 リチウムは124％ 増

の10億 1 , 000万 米 ドルに達 し、炭 酸 リチウムは60億 6 , 100万 米 ドルで20％ 減 少 したが、金

額 では 202 1 年 の 約 7 倍 となった 。 最 後 に 、 硫 酸 塩 は 飛 躍 的 な 伸 びを 示 し、 645 %と い う 驚

異 的 な伸 びを示 したが、金 額 ではそれほどではなく、7億 5,200万 米 ドルであった。 

 

（ ３ ）  電 気 自 動 車 の販 売 台 数 が激 減 、政 府 は需 要 奨 励 策 強 化 を検 討 ： 報 道  

3月 1 3 日 、 当 地 紙 エ ル・ メ ルクリ オ は、 電 気 自 動 車 の 販 売 台 数 が 激 減 し 、チ リ 政 府 は

需 要 奨 励 策 の強 化 を検 討 中 である旨 を報 じた。 

2023年 までチリで力 強 い伸 びを示 していた電 気 自 動 車 の販 売 台 数 が、2024年 最 初 の

2ヶ月 で急 減 した。業 界 関 係 者 によれば、購 入 者 へのインセンティブが不 足 していることに

加 え、ハイ ブリッ ド車 、 つまり 主 燃 焼 エンジ ン と電 気 バッテ リ ーと推 進 シ ステ ム を 組 み合 わ

せた車 への人 々の関 心 が高 まっているためだという。ハイブリッド車 は、電 気 自 動 車 よりも

安 く、燃 料 消 費 量 も少 ない。 

12日 、ANAC（ チリ 自 動 車 協 会 ） は、ムニ ョ ス運 輸 大 臣 も参 加 した会 合 で、ゼロ・ エミッ

ショ ン車 と 低 排 出 ガ ス 車 の販 売 台 数 を 発 表 。2024年 1月 から2月 までに 販 売 された 電 気

自 動 車 は144台 で、前 年 同 期 比 61 .5％ の大 幅 減 となった。同 販 売 台 数 は、チリ国 内 で販

売 された 自 動 車 全 体 の0.3%に過 ぎない 。2023年 は、過 去 最 高 の1,588台 の電 気 自 動 車

が販 売 され、同 比 22 . 6%増 となった。他 方 、同 時 期 に販 売 された様 々なカテゴリーのハイブ

リッド車 に電 気 自 動 車 に加 えると、ゼロ・ エミッション車 及 び低 排 出 ガス車 市 場 は2ヶ月 目

に合 計 1,267台 となり、同 比 16 .2%増 となった。 

このような状 況 の中 、自 動 車 業 界 はチリ政 府 に対 し、従 来 型 車 よりも割 高 な電 気 自 動

車 を個 人 が購 入 することを目 的 としたインセンティブを求 めている。一 方 、チリ政 府 は、プラ

グイン・ ユニットを導 入 した車 両 更 新 を奨 励 するためのインセンティブを分 析 する意 向 を示

した。また、電 気 自 動 車 の登 録 料 免 除 が終 了 することも懸 念 材 料 である。同 免 除 は2023

年 と2024年 の2年 間 だけで、電 気 自 動 車 とプラグイン・ ハイブリッド車 が免 除 される。当 初

の予 定 では、最 初 の2年 間 は免 除 され、3年 目 と4年 目 は75％ 、それ以 降 は50％ 免 除 とな

っていた。しかし、この恩 恵 は2025年 12月 で終 了 するため、以 降 は新 車 であっても、全 て2

5％ は支 払 わなければならなくなるためマイナスである。そのため、ANACは政 府 に対 し、新

車 購 入 後 2年 間 は登 録 料 免 除 を延 長 するよう要 請 した。 

カルセルANAC会 長 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①駐 車 場 と 電 気 充 電 ポ イ ント の配 備 に 関 す るイ ンセ ンテ ィブを 促 進 す る 必 要 もあ る。  販

売 を促 進 するために不 足 しているツールはたくさんある。 

②2023年 までに、電 気 自 動 車 とプラグイン・ ハイ ブリッドの販 売 台 数 が市 場 の5％ を 占 め

るようになることを 協 会 は目 指 してい る。 今 日 、我 々はそ れに はほど遠 い 。しかし、 我 々が

加 速 し、インセンティブを迅 速 に導 入 すれば、それに近 づくことができる。 

メンドーサANAC事 務 局 長 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①電 気 自 動 車 の減 少 を踏 まえて、もっと何 かする必 要 がある。にも関 わらず、人 々は、購

入 価 格 が安 い だ けでなく、エネルギ ー効 率 が高 く、燃 料 消 費 量 が少 ない ハイ ブリ ッド車 を

好 んでいる。 



9 

②おそらく3月 に 新 しい自 動 車 のエネルギー効 率 要 件 が始 まるため、各 社 は電 気 自 動 車

の販 売 を促 進 しようとするだろう。それは、車 両 を電 動 化 する企 業 は、これを経 費 として計

上 し、付 加 価 値 税 を 控 除 し、税 制 上 の優 遇 措 置 を 受 けることができるようになるからであ

る。 

ムニョス運 輸 大 臣 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①電 気 自 動 車 の登 録 料 免 除 を 拡 大 する 選 択 肢 につ いて、気 候 変 動 目 標 と2035年 まで

に チ リ に 入 る 全 て の 自 動 車 を 電 気 自 動 車 に す る とい う 公 約 を 達 成 す るた め 、 政 府 と して

電 気 自 動 車 を推 進 しようとしている。 

②登 録 料 免 除 のインセンティブはエネルギー省 のプロジェクトではあるが、これは分 析 され

る必 要 があるメリットであり、我 々はそれを検 討 する必 要 がある。しかし、我 々が守 らなけれ

ばならないインフラへの資 金 供 給 という役 割 を担 っていることを理 解 する必 要 がある。 

③内 燃 車 から電 気 自 動 車 への転 換 を促 すインセンティブについて、引 き続 き検 討 すること

が重 要 である。 

電 気 自 動 車 の需 要 減 退 は世 界 的 にも起 きている。2023年 12月 、欧 州 では2020年 4月

以 来 初 めて電 気 自 動 車 の販 売 台 数 が減 少 した。これはドイツでのインセンティブ打 ち切 り

に伴 う急 激 な落 ち込 みが原 因 であ る。しかし、2023年 1月 には100％ 電 気 自 動 車 の販 売

が再 び増 加 した。特 に米 国 と中 国 における電 気 自 動 車 需 要 の鈍 化 は、自 動 車 メーカーと

電 池 開 発 の鍵 となるリチウムの生 産 者 を憂 慮 させている。 

 

（ ４ ）  銅 価 格 が約 1年 ぶりの高 値 で1ポンド当 たり3 .96米 ドルに： 報 道  

3月 14日 、当 地 紙 エル・ メルクリオは、銅 価 格 が1ポンド当 たり3 .96米 ドルに達 し、約 1年

ぶりに高 値 になった旨 を報 じた。 

13日 、銅 価 格 は、ロンドン金 属 取 引 所 で2023年 4月 以 来 の高 値 をつけ、1ポンド当 たり

3.96米 ドルに達 した。これで2024年 の平 均 価 格 は3.79米 ドルとなった。 

同 上 昇 理 由 の1つは、2024年 予 想 される銅 精 鉱 の生 産 量 の減 少 に 関 連 してい る。具

体 的 に は、13 日 に 見 られた 上 昇 の 引 き 金 となった こと、また 、 中 国 の製 錬 会 社 が減 産 を

行 うと発 表 したことである。これは中 国 自 体 だけでなく、新 しい 大 容 量 の製 錬 所 が操 業 を

開 始 したインドでの製 錬 能 力 の増 加 にも影 響 されている。チリでは、パイポテ製 錬 所 の将

来 に つ い ての 議 論 と、 チ リ 政 府 の 銅 製 錬 能 力 増 強 への コミッ ト メ ント の 真 っ 只 中 に 、こ の

状 況 が発 生 している。 

世 界 的 に 銅 の新 規 供 給 が難 しくなってい ることから、銅 は、2024年 はこの水 準 で推 移

すると予 想 される。銅 価 格 の状 況 が好 転 することは、必 要 な財 政 財 源 にも好 影 響 を与 え

ることを意 味 する。チリ財 政 報 告 書 によると、銅 価 格 が1セント下 がると、国 庫 の実 質 的 な

歳 入 が2,790万 米 ドル減 少 することになる。また、2024年 の銅 価 格 は1ポンドあたり3 . 84米

ドルという予 測 は変 わっていない。しかし、プラスマイニング社 の計 算 によると、1セント変 動

するごとに与 える影 響 は3,900万 米 ドルに達 するとしている。 

ガンボアCOCHILCO（ チリ銅 委 員 会 ） 調 査 部 長 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①減 少 はいくつかの鉱 山 事 業 での生 産 中 断 によるもので、主 にパナマでの銅 生 産 停 止 、

Ang lo  Amer i can社 の2024年 から2025年 までの生 産 プロファイルの低 下 、そして世 界 的 な

製 錬 能 力 の恒 常 的 な増 加 によるものである。 

②3ヵ月 価 格 は1ポンド4米 ドルに近 く、2023年 8月 以 来 の高 値 。この水 準 が今 後 数 ヶ月 で
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固 まれば、2024年 のCOCH ILCOの銅 価 格 予 測 であ る1ポ ンドあ たり3 . 85米 ドルは上 方 修

正 せざるを得 なくなるだろう。 

グアハルド・ プラスマイニング社 代 表 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①問 題 は、製 錬 メー カ ーに 供 給 す る精 鉱 が不 足 してい ることで あ る。つ まり 、精 鉱 を 処 理

するための価 格 （ 処 理 ・ 精 錬 料 ） は、1トンあたり10米 ドルの水 準 でも非 常 に低 い。 

②2024年 の予 想 を、従 来 の1ポンドあたり3 .8米 ドルから4米 ドルに引 き上 げた。精 鉱 市 場

の問 題 は、精 銅 市 場 にはなかなか伝 わらなかったが、数 ヵ月 後 、精 鉱 不 足 がよりバランス

のとれた精 銅 市 場 に反 映 され、その結 果 、価 格 も上 昇 した。 

 

（ ５ ）  CODELCOがLPI社 （ 豪 ） を買 収 ： 報 道  

3月 14日 、当 地 ディアリオ・ フィナンシエロ電 子 版 は、CODELCO（ チリ銅 公 社 ） がL i t h i u

m Power  I n te rna t i ona l社 （ 豪 州 鉱 山 会 社 、以 下 、LPI社 ） の株 式 100％ 取 得 を完 了 し、

2億 4,400万 米 ドルを支 払 う旨 を報 じた。 

14日 、CODELCOによるLPI社 の買 収 は、2023年 10月 中 旬 に発 表 されて以 来 、最 新 の

マイルストーンとなった。LP I社 の株 式 は正 式 に2億 4 , 400万 米 ドルの取 引 をもってCODEL

COが管 理 することになり、15日 をもって豪 州 証 券 取 引 所 に上 場 されなくなる。 

COD EL C Oは 、L P I 社 の 株 主 総 会 、 豪 州 連 邦 政 府 の 外 国 投 資 審 査 委 員 会 、 豪 州 連

邦 裁 判 所 、豪 州 証 券 投 資 委 員 会 の承 認 を 含 む、一 連 の手 続 き を成 功 させた 。LP I 社 は

ブランコ・ プロジェクトとして知 られるチリのマリクンガ塩 田 リチウム・ プロジェクトを所 有 して

おり、CODELCOが同 塩 田 に保 有 する既 存 鉱 区 に隣 接 している。今 回 の買 収 は、同 塩 田

におけるユニークなプロジェクトを統 合 する第 一 歩 であると説 明 した。 

本 手 続 き は 、ボ リ ッ チ 大 統 領 政 府 が 20 23 年 4 月 2 0 日 に 発 表 し た 国 家 リ チ ウ ム 戦 略 に

従 い、COD ELCOの取 締 役 会 に よって承 認 された。CODELCOの計 画 は、アタカマ州 の鉱

山 担 当 事 業 部 がア タカマ州 に 関 する知 識 や近 接 性 などの利 点 を 考 慮 し、鉱 業 に 関 する

専 門 知 識 を活 用 してプロジェクトの価 値 を 最 大 化 し、開 発 段 階 におけるリスクを軽 減 する

ことである。 

パチェコCODELCO会 長 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

今 回 の買 収 は、CODELCOにとって非 常 に戦 略 的 なものであり、CODELCO、近 隣 地 域

社 会 、国 にとって価 値 創 造 をもたらすだけでなく、地 球 温 暖 化 に対 処 するために地 球 が必

要 としている銅 とリチウムの責 任 ある生 産 により、世 界 的 なエネルギー転 換 における関 連

プレーヤーとしての地 位 を確 立 するという我 々の使 命 において、新 たな一 歩 を 踏 み出 すこ

とを意 味 する。 

 

（ ６ ）  大 阪 ・ 関 西 万 博 （ 2025大 阪 ・ 関 西 万 博 コミッショナーを 任 命 ： 外 務 省 プレスリリー

ス）  

3月 20日 、チリ外 務 省 は、2025大 阪 ・ 関 西 万 博 のチリコミッショナーにパウリーナ・ ナザ

ル氏 を任 命 した旨 のプレスリリースを発 出 した。 

20日 、クラベレン外 務 大 臣 は、2025年 4月 13日 から10月 13日 まで大 阪 で開 催 される20

25大 阪 ・ 関 西 万 博 へのチリのコミッショナーとして、パウリ ーナ ・ ナザル氏 を 任 命 した 。コミ

ッショナーは、チリの参 加 を調 整 し、官 民 のパートナーシップを発 展 させるとともに、参 加 の

機 会 を高 める様 々な視 点 を受 け入 れる役 割 を担 う。 
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「 パ」 氏 は、チリ大 学 出 身 のエコノミストで、ニューヨーク大 学 で経 済 学 修 士 号 を取 得 。

通 商 政 策 と国 際 関 係 で20年 以 上 の経 験 を持 ち、外 務 省 で要 職 を歴 任 し、2016年 から20

18 年 まで 国 際 経 済 関 係 局 長 （ 現 在 の 国 際 経 済 担 当 次 官 ） を 務 めた 。20 22 年 より 外 務

省 外 交 政 策 アドバイザー、チリ大 学 国 際 研 究 センター専 門 家 パネルメンバーである。 

「 ク」 大 臣 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①ボリッチ大 統 領 による「 パ」 氏 の任 命 は、通 商 政 策 分 野 における我 々の活 動 の継 続 性

を意 味 する。 

② 「 パ 」 氏 は 、 国 際 経 済 関 係 局 長 と し て 、 対 外 貿 易 に お け る 包 摂 、 中 小 企 業 の 輸 出 促

進 、貿 易 と環 境 との関 連 など、我 々の国 際 経 済 交 渉 における新 たな問 題 を取 り入 れ、非

常 に優 れた業 績 を残 した。 

「 パ」 氏 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①万 博 の6ヶ月 間 、チリは自 国 のブランドを確 立 し、世 界 第 3位 の貿 易 相 手 国 であり世 界

第 4位 の経 済 大 国 である日 本 との二 国 間 貿 易 を拡 大 する機 会 に恵 まれる。 

②チリの特 殊 性 、文 化 的 側 面 、そして私 たちが持 つ才 能 を紹 介 することができる。 

③私 たちは、チリがより包 括 的 で持 続 可 能 な開 発 にどのように貢 献 できるかを反 映 させる

サブテーマに取 り組 んでいる。 

今 回 の万 博 への参 加 は、アジア太 平 洋 地 域 におけるチリ国 家 の決 意 を伝 えるもの。チ

リのプレゼンスは、ラ米 への架 け橋 としてのチリの役 割 を強 化 するだけでなく、持 続 可 能 な

新 産 業 の 振 興 を 可 能 に す る。また 、チ リ と最 も古 い 外 交 関 係 （ 18 97 年 以 来 ） を 持 ち、9 2

億 6 , 4 0 0 万 米 ドル 以 上 の 交 流 があ る 日 本 との 戦 略 的 な 二 国 間 関 係 の 継 続 的 強 化 も 目

指 している。 

 

（ ７ ）  バルパライソ復 興 計 画 の発 表 ： 社 会 開 発 家 族 省 プレスリリース 

３ 月 2 3 日 、チ リ 社 会 開 発 家 族 省 は 、 バル パラ イ ソ 復 興 計 画 に 係 る プ レスリ リ ー スを 発

出 した。 

ハビエラ・ トロ社 会 開 発 家 族 大 臣 （ 復 興 担 当 ） は、本 年 ２ 月 に発 生 した森 林 火 災 で被

害 を受 けたビニャ・ デル・ マル、キルプエ、ビジャ・ アレマナの復 興 計 画 を発 表 した。同 計 画

は、地 方 自 治 体 との 対 話 を 取 り 入 れた 復 興 担 当 閣 僚 委 員 会 の明 確 な作 業 の成 果 であ

り、７ つの柱 と24の構 成 要 素 からなり、５ 年 間 に適 用 される170以 上 の対 策 を含 み、関 連

予 算 は10億 米 ドル以 上 である。 

 同 復 興 担 当 閣 僚 委 員 会 は、２ 月 12日 に会 議 を開 始 し、内 務 治 安 省 、財 務 省 、公 共 事

業 省 、住 宅 都 市 計 画 省 、農 業 省 、経 済 省 、地 域 行 政 開 発 次 官 官 房 で組 織 されている。

この計 画 に は、 保 健 、 教 育 、 国 家 資 産 、 女 性 とジ ェンダ ー 平 等 な ど、他 の 省 庁 の 施 策 も

組 み込 まれている。 

同 復 興 計 画 の柱 と主 な施 策 は以 下 のとおり。 

①総 合 的 な福 祉 ： 子 どもや青 少 年 、高 齢 者 、女 性 など、最 も影 響 を受 けた人 々へのケア

を通 じて、被 災 した 地 域 社 会 の福 祉 を 回 復 しようとする施 策 が含 まれ、心 の健 康 や回 復

力 のあ る地 域 社 会 の構 築 に 重 点 が置 かれる。教 育 施 設 での包 括 的 な放 課 後 保 育 を 提

供 する「 4 to  7プログラム」 などの対 策 が実 施 される。また、被 災 したコミューンには、介 護

を必 要 とする人 に 介 護 スペースを 提 供 することを 目 的 とした コミュニティ・ ケア ・ センターが

設 置 される。さらに、被 災 した生 徒 のためのメンタルヘルス・ ネットワークを強 化 する。 
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②都 市 住 宅 ： 主 に住 宅 都 市 計 画 省 が実 施 する、災 害 リスク予 防 と軽 減 に重 点 を 置 いた、

被 災 者 の生 活 環 境 の再 建 のた めの様 々な支 援 活 動 であ る。これには、建 設 された 住 宅

の取 得 、プレハブ住 宅 の設 置 、新 規 住 宅 プロジ ェクト、被 災 地 での土 地 権 利 の正 常 化 、

自 力 再 建 の支 援 などが含 まれる。 

③都 市 環 境 ： 被 災 した都 市 設 備 の復 旧 ・ 改 善 プロジェクトを実 行 し、また、社 会 基 盤 を回

復 し、 災 害 リ スクを 軽 減 するた めの 公 共 空 間 を 創 出 す ることで 都 市 や 近 隣 地 域 のレ ジリ

エンスを高 める。例 えば、植 物 園 の復 旧 、社 会 施 設 やスポーツ施 設 の復 旧 、広 場 や子 ど

もの遊 び場 の復 旧 、被 災 した 緑 地 の復 旧 、都 市 公 園 の建 設 ・ 建 替 え、市 街 化 工 事 、街

灯 の取 付 け・ 交 換 、優 先 部 門 への警 察 官 の配 置 を含 む被 災 地 の警 備 計 画 などがある。 

④ネットワーク・ インフラ： 都 市 システムを構 成 する様 々なネットワークやインフラを復 旧 ・ 改

善 し、都 市 システムの機 能 回 復 を 可 能 に し、レジリ エンスを 高 め、基 本 的 なサービスの提

供 を改 善 する。これには、被 災 した教 育 ネットワークの復 旧 、キルプエとビニャ・ デル・ マル

の医 療 センター（ COSAM） の復 旧 を 伴 う医 療 ネットワークの回 復 と強 化 、慢 性 疾 患 患 者

のための食 糧 プログラム、ビニャ・ デル・ マルとミラフローレス山 間 部 の交 通 管 理 の改 善 な

どの対 策 が含 まれる。 

⑤地 域 と持 続 可 能 性 ： 森 林 火 災 の影 響 を 受 け た 広 大 な地 域 の 生 物 多 様 性 の 回 復 、 こ

れらを保 護 をするプロジェクト、また地 域 の持 続 可 能 性 を目 指 した活 動 や対 策 を推 進 する。

これには、ペニュエラス国 立 保 護 区 やレニ ャカ・ アルト・ キルプエ公 園 における在 来 種 によ

る森 林 再 生 や予 防 林 業 などの対 策 が含 まれる。また、訓 練 や物 資 の提 供 を通 じて、地 域

消 防 団 の創 設 プログラムも進 展 させる。ビジャ・ アレマナ用 の消 防 車 など、緊 急 用 機 器 の

更 新 や購 入 も追 加 さ れる。さらに、重 要 な 対 策 として、バルパライソ、ビニャ・ デル・ マル、

キルプエ、ビジャ・ ア レマナの地 域 規 制 計 画 に火 災 リスクを 組 み入 れ火 災 危 険 区 域 を 設

定 する。 

⑥ 経 済 活 動 の 再 活 性 化 ： 所 得 、 雇 用 、 様 々な 経 済 部 門 の 生 産 能 力 の 回 復 を 保 護 し 、

経 済 的 自 立 と経 済 活 動 の再 活 性 化 を促 進 することを目 的 としたイニシアティブ。これには、

技 術 協 力 局 （ Serco tec） の緊 急 プログラムなどの措 置 が含 まれ、技 術 支 援 と、影 響 に応

じて最 大 1 , 000万 ペソの補 助 金 で構 成 されている。さらに 、チリ 産 業 振 興 公 社 （ CORFO）

の緊 急 援 助 プログラムが実 施 され、投 資 プロジ ェクトに 対 して70％ または最 大 4 ,00 0万 ペ

ソの協 調 融 資 が行 われる。さらに、チリ社 会 投 資 基 金 （ FOS IS） は緊 急 プログラムを実 施

し、起 業 家 や自 営 業 者 のために、機 器 や消 耗 品 の購 入 などに110万 ペソの資 金 を提 供 す

る。 

⑦復 興 のための制 度 ： 災 害 後 の復 興 段 階 により効 果 的 かつ包 括 的 に対 処 するため、制

度 的 な学 習 を定 着 させ、行 政 的 な基 盤 を築 き、この復 興 プロセスから国 家 遺 産 を確 立 す

ることを目 指 す。その施 策 には、復 興 プロセスに関 与 するサービスの通 常 業 務 を支 援 する

機 関 としての復 興 公 社 の設 立 、すでに実 施 されている閣 僚 委 員 会 の法 律 による設 置 、災

害 リスクサイクルに関 するEUの市 民 保 護 メカニズムによる技 術 的 助 言 と分 析 、情 報 の展

開 を含 む地 域 社 会 の参 加 型 プロセスの実 施 などがある。 

 

（ ８ ）  チ リに おけ る洋 上 風 力 エネ ルギ ー開 発 のた めのロードマッ プを作 成 ： エネ ルギ ー省

プレスリリース）  

3月 25日 、チリ ・ エネ ルギー省 は、米 国 エネルギー省 のNe t  Z e r o  Wo r l d  (NZW )プログ
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ラムとチリにおける洋 上 風 力 エネルギー開 発 のためのロードマップを作 成 する旨 のプレスリ

リースを発 出 した。 

25日 、米 国 エネルギー省 のNe t  Ze r o  Wo r l d  (NZW)イニシアチブとチリ・ エネルギー省

は、共 同 作 業 プログラムにおける重 要 な新 活 動 を発 表 した。世 界 銀 行 との協 力 のもと、エ

ネルギー省 の専 門 家 と米 国 の研 究 所 ネットワークの専 門 家 は、チリが脱 炭 素 化 と公 正 な

エネルギー転 換 の目 標 を達 成 できるよう、洋 上 風 力 エネルギー開 発 のためのロードマップ

を作 成 する。 

新 しい プロジ ェクトは、二 国 間 及 び多 国 間 協 力 の取 り 組 みを 基 礎 とし、両 国 の専 門 家

の技 術 的 専 門 知 識 を活 用 することでエネルギー協 力 を深 めるものである。 

洋 上 風 力 エネ ルギ ー開 発 のた めのロードマップの成 果 は、チ リに おけ る技 術 の発 展 の

ための資 源 、技 術 的 可 能 性 、経 済 的 実 現 可 能 性 を評 価 するための、様 々な技 術 的 ・ 経

済 的 分 析 とモ デリ ン グに 基 づい てい る。評 価 される 範 囲 に は、洋 上 風 力 エネ ルギ ー開 発

に必 要 なインフラ、公 共 政 策 、規 制 、経 済 、市 場 条 件 の分 野 が含 まれる。また、本 ロード

マップは、現 在 チリで実 施 されている他 のクリーン技 術 と補 完 的 に、洋 上 風 力 発 電 への投

資 と展 開 を可 能 にする条 件 を整 えるための重 要 な情 報 をチリ政 府 に提 供 する。 

 

（ ９ ）  リチウム・ 塩 田 委 員 会 がとりまとめ、大 統 領 に提 出 ： 財 務 省 プレスリリース、報 道 等  

３ 月 27日 、チリ 財 務 省 、環 境 省 、当 地 各 紙 他 は、リチウム ・ 塩 田 委 員 会 が開 催 され、

国 家 リチウム戦 略 の内 容 をとりまとめ、ボリッチ大 統 領 に提 出 した旨 を報 じた。 

ウィリア ムス鉱 業 大 臣 を 委 員 長 とし、クラベ レン外 務 大 臣 、マルセル財 務 大 臣 、グ ラウ

経 済 大 臣 、ロハス環 境 大 臣 、エチェベリ科 学 技 術 大 臣 が参 加 するリチウム・ 塩 田 委 員 会

が開 催 され、大 統 領 府 にて、国 家 リチウム戦 略 を統 合 し、チリ国 内 におけるリチウム産 業

の発 展 のための条 件 を確 立 する一 連 の定 義 を発 表 した。 

主 な進 捗 状 況 は以 下 のとおり。 

①アタカマ塩 田 とマリ クンガ塩 田 の両 プロジ ェクトにおいて、CODELCO（ チリ銅 公 社 ） を通

じて国 が開 発 プロジェクトの過 半 数 の株 式 を保 有 することが報 告 された。 

②CODELCOのペデルナレス塩 田 とENAMI （ チリ鉱 業 公 社 ） のアルト・ アンディノス塩 田 の

プロジ ェクトの場 合 、各 社 は各 プロジェクト に必 要 な柔 軟 性 を もって官 民 アライア ンスを実

施 し、開 発 することができる。い ずれの場 合 も、プロジェクト の実 行 可 能 性 と国 家 リチ ウム

戦 略 で 定 められた 目 標 の達 成 を 保 証 する 参 加 体 制 に つ い て、パート ナ ーと合 意 す る こと

ができる。 

③持 続 可 能 性 と気 候 変 動 に 関 する閣 僚 会 議 が、塩 田 保 護 ネットワークの設 立 に 向 け た

調 査 を 開 始 す ることを 決 定 した ことも発 表 し 、入 手 可 能 な 最 善 の情 報 に 基 づき 、干 潟 の

環 境 価 値 を優 先 し、現 在 国 立 公 園 、国 立 保 護 区 、天 然 記 念 物 となっている全 ての干 潟

と湖 に加 え、生 物 多 様 性 保 護 地 域 局 と国 立 保 護 地 域 システムで定 められた保 護 地 域 設

立 プロセスを完 了 したすべての干 潟 で構 成 される。。 

④提 案 されてい る 保 護 塩 田 ネ ッ トワ ークに 含 まれてい ない 塩 田 や、国 家 が 参 加 すべ き 塩

田 には含 まれてい ない塩 田 については、リ チウム鉱 床 の探 鉱 ・ 開 発 への関 心 を 表 明 する

国 内 外 の投 資 家 への呼 びかけからなる、公 的 かつ透 明 性 の高 い手 続 きが実 施 される。こ

れに よっ て、 これら の プロジ ェクト を 開 発 す るた め のリ チ ウ ム 特 別 操 業 契 約 （ C EOL ） の 締

結 が可 能 となり、本 契 約 は全 て民 間 投 資 家 によって主 導 される可 能 性 がある。 
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 「 ウィ」 大 臣 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①国 家 リ チ ウ ム 戦 略 は緊 急 の 課 題 であ る と同 時 に 、 長 期 的 な 課 題 でもあ る。 私 た ち は、

即 興 のできない分 野 で確 実 な一 歩 を踏 み出 している。 

②チリの3つの主 要 リ チウムプロジェクトの開 発 において、CODELCO（ チリ銅 公 社 ） とENA

MI（ チリ鉱 業 公 社 ） が行 った進 展 と、ここ数 ヶ月 の間 、私 たちは、チリの現 在 と未 来 のため

に、強 力 な国 家 リチウム産 業 を共 に構 築 するために、地 域 社 会 との対 話 と参 加 、透 明 性 、

専 門 性 、将 来 のビジョンを持 って、確 実 性 を提 供 することにコミットして取 り組 んできた。 

③地 域 社 会 や環 境 への配 慮 なくして、いかなる開 発 も不 可 能 である。 

「 ク」 大 臣 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①ボ リ ッ チ 大 統 領 が 世 界 の 主 要 な 指 導 者 た ちと 行 った 全 て の 対 話 に お い て、リ チ ウ ム へ

の関 心 が表 明 された。 

②重 要 なのは、リチウムの開 発 と付 加 価 値 を高 めるための投 資 を誘 致 することである。こ

れはチリ全 体 の輸 出 戦 略 における中 心 的 な課 題 である。 

「 マ」 大 臣 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①リチウム開 発 における官 民 参 加 の詳 細 と範 囲 について、本 政 策 は誰 もが参 加 できる余

地 がある。 

②ア タカ マ塩 田 とマリ クンガ 塩 田 の場 合 、 民 間 部 門 は少 数 派 と して参 加 する ことができ、

ペデルナ レス塩 田 とア ルト ・ ア ンディノス塩 田 の場 合 、多 数 派 であれ少 数 派 であれ、参 加

することができる。 

「 グ」 大 臣 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①本 戦 略 に は、国 が 主 導 せず、民 間 部 門 が参 加 する 一 連 の 塩 田 プロジ ェクトがあ る。そ

れは、塩 田 が非 譲 渡 的 であることから、塩 田 を開 発 できるように国 が特 別 な契 約 を結 ばな

ければならないものである。 

②我 々は、財 政 協 定 で掲 げた課 題 に沿 った量 の契 約 が、我 々の政 権 下 で結 ばれることを

望 んでいる。 

③我 々が提 示 するのは、もはや一 般 論 として起 こることに関 する発 表 ではなく、塩 田 開 発

への民 間 部 門 の参 加 に関 する非 常 に詳 細 な予 定 表 である。 

「 ロ」 大 臣 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①私 たちは、塩 田 が壊 れやすくユニークな生 態 系 であることを知 っており、保 護 区 を設 ける

ことは、これらの生 態 系 の将 来 にわたる存 続 を保 証 する優 れた手 段 である。 

②保 護 ネットワークは、私 たちが国 として、また地 球 として直 面 している生 物 種 と生 態 系 の

喪 失 という深 刻 な危 機 に対 処 するのに役 立 つ。それに加 えて、塩 田 は、その動 植 物 や微

生 物 に関 する知 識 に基 づく研 究 と技 術 開 発 によって、富 をもたらす可 能 性 を秘 めている。

このような理 由 から、国 家 リ チウ ム 戦 略 の特 徴 は、策 定 に おい てこの保 護 活 動 を 統 合 す

ることであった。 

「 エ」 大 臣 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①これは証 拠 に 基 づ く決 定 であ り 、情 報 を 集 め、データを 分 析 し 、政 府 と して道 を 選 択 す

ることを可 能 にする様 々な情 報 源 を結 集 した結 果 である。 

②この官 民 連 携 による保 護 と生 産 の組 み合 わせは、科 学 技 術 開 発 を最 大 限 に促 進 する

ものであり、一 方 では、新 技 術 やイノベーションの開 発 における民 間 企 業 の衝 動 を認 識 し、

他 方 では、保 護 が積 極 的 な保 護 でなければならないことを理 解 することで、塩 田 に何 が存
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在 するのかを知 ることができ、バイオテクノロジーのような未 来 の産 業 を促 進 することもでき

る。 

 

（ １ ０ ）  バルパライソ復 興 計 画 の各 施 策 の詳 細 の発 表 ： 報 道  

４ 月 ３ 日 、当 地 ラ・ テ ルセラ紙 は、チリ 政 府 が発 表 した バルパライ ソ復 興 計 画 にお け る

各 施 策 の詳 細 について報 じた。 

チリ政 府 は、本 年 ２ 月 にバルパライソ州 を襲 った大 火 災 の後 、３ 月 23日 に復 興 計 画 を

発 表 し10億 ドル近 い 予 算 が割 り当 てられた。そして、本 年 ４ 月 ３ 日 、「 火 災 復 興 計 画 ： ビ

ーニャ・ デル・ マル、キルプエ、ビジャ・ アレマナ、バルパライソ州 」 としてこの計 画 の詳 細 を

発 表 した 。これは、同 政 府 が３ 年 間 で約 80 00億 ペソの復 興 暫 定 基 金 を 設 立 する 法 案 を

提 出 したのと同 日 に発 表 された。 

同 計 画 には以 下 の7つを軸 に166の施 策 が盛 り込 まれ、その大 凡 の個 別 費 用 が記 され

ている。 

①総 合 的 な福 祉 ： 約 42億 ペソの予 算 で、復 興 の社 会 的 側 面 に取 り組 むもので、例 えば、

ビーニャ・ デル・ マルとキルプエの被 災 地 の教 育 施 設 で放 課 後 の包 括 的 な保 育 を提 供 す

る「 4 to7プログ ラム 」 等 が挙 げられる。また 、チリ 女 性 ・ ジ ェンダ ー平 等 庁 （ Se r nam EG） を

通 じた 被 災 女 性 への 支 援 、 各 自 治 体 毎 の コミュ ニテ ィケア センタ ーの建 設 とリ ハビリテ ー

ション施 設 、チリ高 齢 者 庁 （ Senama） のホームケアプログラムの実 施 、移 動 精 神 保 健 セン

タ ー、 高 等 教 育 学 生 への 給 付 金 の 延 長 、 高 等 教 育 就 学 資 金 への 無 償 割 り 当 て な どの

措 置 が講 じられる。 

②住 宅 ： 約 3,260億 ペソが被 災 地 における住 宅 再 建 と提 供 に割 り当 てられる。主 にチリ住

宅 都 市 開 発 省 が、ビーニャ・ デル・ マル市 、キルプエ市 、ビジャ・ アレマナ市 及 びチリ 国 家

資 産 省 と共 に実 施 する。金 属 製 品 を購 入 するための資 材 バンクカード（ TBM） の提 供 、自

ら家 を建 てることを選 択 した家 族 に対 する自 己 建 設 補 助 金 、一 戸 建 て住 宅 を対 象 とした

私 有 地 での新 築 住 宅 建 設 補 助 金 など、私 有 地 での再 建 や修 繕 を目 的 とした措 置 がある。

また、新 築 住 宅 プロジェクトにおける住 宅 の割 当 てや、すでに建 設 された住 宅 の購 入 、権

利 証 の正 規 化 申 請 手 続 きの支 援 も含 まれる。 

③都 市 環 境 ： 約 5,730億 ペソで、サービス網 や道 路 網 の再 建 、近 隣 の公 共 空 間 の処 理 、

都 市 開 発 工 事 、都 市 のレジリ エンスを 保 証 する措 置 など、都 市 イ ンフラの再 建 に 重 点 が

置 かれている。これには、ビーニャ・ デル・ マルの植 物 園 のような大 規 模 な緑 地 の復 旧 や、

被 災 したコミューンの公 園 や広 場 の整 備 も含 まれる。同 計 画 はまた、新 たな道 路 インフラ

による接 続 性 とアクセス性 を向 上 させるための工 事 が実 施 され、野 営 の形 で居 住 していた

土 地 の区 域 を正 規 化 するために広 大 な地 域 が市 街 化 されるとも述 べている。この計 画 に

は、被 災 地 における送 電 線 の敷 設 と再 建 等 も含 まれている。 

④ネットワーク・ イ ンフラ： 約 100億 ペソを かけるネットワ ーク・ インフラは、この大 規 模 火 災

の影 響 を 受 け る前 に、同 コミュニティの住 民 が持 っていたネットワーク・ インフラへのアクセ

スを正 常 化 することを目 指 す。これには、衛 生 会 社 による家 庭 用 飲 料 水 設 備 の交 換 の監

督 、雨 水 管 理 インフラの改 善 、キルプエとビーニャ・ デル・ マルのメンタルヘルスセンターの

開 設 、 病 院 の 救 急 病 棟 の 設 備 改 善 、 慢 性 疾 患 患 者 宅 への 医 薬 品 配 送 、 被 災 コ ミ ュー

ンの学 校 開 設 などの対 策 が含 まれる。 

⑤地 域 と持 続 可 能 性 ： 約 650億 ペソの予 算 で、地 域 がさらされているリスクに対 する持 続
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可 能 性 と適 応 を目 的 とした対 策 を開 発 し、また、この森 林 火 災 による生 物 多 様 性 の損 失

に対 処 するイニシアティブを目 指 している。チリ国 家 防 災 対 策 庁 (SENAPRED)によるリスク

マップの作 成 など、対 応 する脅 威 を持 つ国 内 の各 コミューンにおけるリスクの一 般 的 評 価

を 得 るた めの対 策 が 提 示 されてい る。 同 様 に 、チリ 国 家 地 質 鉱 業 庁 （ SER NAG EOM I N）

は、復 興 用 地 の地 質 学 的 危 険 度 評 価 を実 施 し、各 自 治 体 は、地 域 開 発 段 階 の都 市 計

画 調 査 を実 施 する。また、住 宅 都 市 開 発 省 及 び各 自 治 体 は、公 共 の規 制 計 画 に火 災 リ

スクを組 み込 む。同 様 に、ペヌエラス湖 国 立 保 護 区 では水 と土 壌 の保 全 活 動 が実 施 され、

ラカンパーナ国 立 公 園 では災 害 対 応 対 応 を強 化 するための機 械 の購 入 などに投 資 が行

われる。 

⑥ 経 済 活 動 の 再 活 性 化 ： 約 2 1 0 億 ペ ソ の 予 算 で 、 経 済 的 自 立 の 促 進 、 運 転 資 金 の 保

護 、経 済 活 動 の再 活 性 化 という３ つの主 要 分 野 に焦 点 を当 て、被 災 部 門 の経 済 再 活 性

化 のための施 策 を 提 示 する。その施 策 の中 には、チリ 社 会 投 資 基 金 （ FOS IS） の緊 急 プ

ログ ラム の実 施 があり 、火 災 に よる工 具 、機 械 、物 資 の損 失 に より収 入 が減 少 した 住 民

を100万 ペソで支 援 する。また、女 性 のためのトレーニング・ ワークショップの実 施 、農 業 イ

ンフラの再 建 、被 災 地 における労 働 力 確 保 のための助 成 金 も実 施 され、要 件 を満 たす企

業 に は 、 雇 用 した 労 働 者 １ 人 に つ き 最 低 月 収 の 80 ％ に 相 当 す るボ ーナ スが ３ ヶ 月 間 支

給 される。また、運 転 資 金 回 収 のために最 大 1,000万 ペソの補 助 金 プログラムも用 意 され

ており、投 資 プロジェクトに対 してはチリ産 業 振 興 公 社 （ CORFO） が最 大 70％ （ 又 は最 大

4,00 0万 ペソ） の協 調 融 資 を 行 い、主 に 固 定 資 産 の取 得 や生 産 イ ンフラの復 旧 ・ 新 設 に

資 金 を提 供 する。これに加 えて、様 々な規 模 の企 業 に対 するソフトローンの提 供 や、地 域

投 資 円 卓 会 議 の設 立 が行 われる。 

⑦ 復 興 の た め の 制 度 的 枠 組 み ： 約 1 8 5 億 ペ ソの 予 算 に より 、 住 宅 や 都 市 計 画 に 関 す る

様 々な 規 制 を 改 正 す る 法 案 の 提 出 が 含 ま れ、 火 災 後 の 復 興 プ ロ セスに 対 応 す る た め、

建 設 、正 規 化 、計 画 プロセスの迅 速 化 を目 的 としている。同 様 に、災 害 リスク管 理 を強 化

するた めの 恒 久 的 な 制 度 的 枠 組 みの 確 立 を 目 指 す 組 織 であ る復 興 公 社 の 設 立 も 含 ま

れる。また 、この 復 興 計 画 に 関 す る 関 連 情 報 を 正 し く 伝 え るた め の仕 組 みの 導 入 も 含 ま

れる。 

 

（ １ １ ）  林 業 が直 面 する危 機 ： 報 道  

４ 月 １ ０ 日 、当 地 紙 エル・ メルクリオは、チリの林 業 が直 面 している危 機 を報 じた。 

チ リ の 林 業 関 係 者 に よ れば 、 過 去 1 0 年 間 で 数 千 人 の 雇 用 が 失 われ 、 生 産 性 の 高 い

植 林 地 が激 減 し、請 負 会 社 が消 滅 したことは、林 業 に影 響 を及 ぼしている深 刻 な危 機 の

一 部 である。 

当 地 大 手 林 業 ・ 製 紙 ・ パルプ企 業 のCMPC社 のガシトゥア会 長 は、同 社 の株 主 に向 け

た書 面 の中 で、チリの林 業 の衰 退 について警 告 し、これは森 林 の焼 失 、木 材 の盗 難 、植

林 地 への侵 入 、治 安 の悪 化 が原 因 であると述 べている。これに対 し、バレンスエラ農 業 大

臣 は、林 業 の衰 退 は現 実 ではないと述 べ、今 年 の林 業 輸 出 が伸 びていることを強 調 した。 

チリ木 材 公 社 （ Co rm a ） のウガルテ 社 長 は、林 業 の衰 退 が存 在 しない ということは、現

実 を否 定 することであり、この発 言 が大 臣 自 身 から出 たことは遺 憾 であると述 べ、10年 間

で林 業 部 門 は14％ 縮 小 し、国 有 林 全 体 の３ 分 の１ に 相 当 する70万 ha の植 林 地 が焼 失

して い る こ とに 加 え 、1 0 万 ha 以 上 の 森 林 の 侵 害 を 受 け 、 林 業 請 負 業 者 が4 00 件 以 上 の
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襲 撃 により多 くが撤 退 に追 い込 まれる等 、林 業 部 門 が直 面 している状 況 は極 めて深 刻 で

あると指 摘 した。 

また、「 ウ」 社 長 は、林 業 部 門 の危 機 により、年 間 3,200人 （ 2012年 から2022年 の平 均 ）

の雇 用 が失 われてい ると指 摘 し、過 去 10年 間 に 国 内 で年 平 均 ３ 万 5 , 00 0 haの植 林 地 が

消 失 し、同 時 期 に植 林 率 も低 下 したことにより、国 の林 業 GDPは20％ 減 少 したと述 べた。

さらに 、我 々は、 １ 年 以 上 前 から、 森 林 火 災 の被 害 を 受 け た 小 規 模 な 森 林 所 有 者 が焼

失 した森 林 を再 生 できるよう支 援 を求 めてきたが、復 興 計 画 には林 業 中 小 企 業 のための

方 策 はなく、彼 らは国 からの支 援 を待 っている状 況 であると批 判 した。 

林 業 の中 小 企 業 で構 成 される団 体 PymeMadのエスケレ会 長 は、林 業 中 小 企 業 は201

7年 には木 材 輸 出 の1 0％ を 占 めていた が、現 在 では半 分 に なってい ると述 べ、伐 採 後 の

再 植 林 に必 要 な資 金 を調 達 する能 力 がない状 況 で、これは中 小 企 業 の将 来 の供 給 がさ

らに 悪 化 す ることを 意 味 し、 撤 退 ではなく、 中 小 企 業 の消 滅 を 意 味 する と 指 摘 すると とも

に 、 さ ら に 火 災 の リ ス ク もあ る こ と か ら 、 国 か らの 実 質 的 か つ 効 果 的 な 協 力 が な け れ ば、

我 々は消 えていく運 命 にあると付 け加 えた。 

チリ林 業 請 負 業 者 協 会 （ Aco f o r a g） のムニョス支 配 人 もCMPC社 の立 場 に同 意 した。

同 氏 は、過 去 ７ 年 間 に 焼 失 した 森 林 面 積 を 回 復 させるた めの林 業 振 興 が進 んでい ない

こと、南 部 のマクロゾーンで働 く林 業 労 働 者 が不 安 定 な地 域 にいることが、企 業 に林 業 ビ

ジネスはチリではなく、民 間 投 資 を手 放 しで歓 迎 してくれる近 隣 諸 国 にあると思 わせるシナ

リオになっていると述 べ、南 部 で暴 力 的 被 害 を受 けている林 業 請 負 業 者 の場 合 、30社 の

請 負 業 者 がこの業 界 から撤 退 しており、これは10年 間 で2,500人 から3,000人 の労 働 者 が

職 を失 ったことを意 味 すると説 明 した。 

さらに、ペレットやチップ、薪 の生 産 者 を集 めたチリ・ バイオマス協 会 （ AChB IOM） のオラ

イアン会 長 も、CMPC社 の分 析 を支 持 し、「 バ」 農 業 大 臣 が述 べた「 輸 出 量 に基 づく楽 観

的 な見 方 」 に は同 意 でき ない と主 張 した 。同 氏 は、我 々は、現 在 の危 機 は構 造 的 な もの

であり、その壊 滅 的 な影 響 は短 期 的 には強 烈 に感 じられるとし、原 材 料 の入 手 可 能 性 が

失 われることは、深 刻 かつ差 し迫 った脅 威 であると述 べた。 

このような危 機 に 対 し、「 オ 」 AChB I OM会 長 は、森 林 の再 生 、火 災 の影 響 を 受 けた 地

域 の復 旧 、 暴 力 的 で 犯 罪 的 な 集 団 に 占 拠 された 地 域 に お け る 法 の支 配 の再 確 立 が急

務 であることは明 白 であると述 べ、「 ウ」 Corma社 長 は、短 期 的 には、中 小 企 業 への支 援

により 彼 らが再 び植 林 を 始 められるように することが必 要 であり 、中 期 的 には、気 候 変 動

対 策 として、炭 素 の貯 留 やプラスチック代 替 材 料 の生 産 等 、チ リ政 府 が持 続 可 能 な国 と

するために林 業 に取 り組 むことが不 可 欠 だと付 け加 えた。 

「 ム」 Aco fo rag支 配 人 は、12年 前 の年 間 35 ,000～ 40 , 000haという植 林 率 の回 復 ととも

に、林 業 制 度 の改 善 が必 要 であると指 摘 した上 で、長 期 的 な公 共 政 策 の確 立 を可 能 に

し、一 過 性 のイデオロギーに左 右 されない公 的 組 織 の創 設 を提 案 し、最 も重 要 なことは、

働 く 自 由 を 取 り 戻 し 、 安 全 を 保 証 する 責 任 が国 に あ ることを 理 解 することであ る と強 調 し

た。 

別 の当 地 大 手 林 業 会 社 であ るア ラウ コ社 も林 業 の現 状 に 懸 念 を 表 明 してい る。同 社

のキンバー人 材 ・ 持 続 可 能 性 担 当 マネジャーは、我 々の最 大 の懸 念 はチリにおける植 林

面 積 の減 少 であり 、この状 況 を 覆 す具 体 的 な兆 しはなく、この結 果 、特 に 中 小 企 業 の生

産 活 動 や産 業 活 動 が低 下 していると指 摘 し、森 林 火 災 の防 止 、木 材 窃 盗 組 織 との闘 い、
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暴 力 集 団 の武 装 解 除 等 に対 して油 断 することなく立 ち向 かい、競 争 力 を回 復 しなければ

ならないと述 べた。 

また、「 キ」 アラウコ社 マネジャーは、林 業 部 門 に必 要 な解 決 策 について、より良 い条 件 を

整 え、長 期 的 な視 野 で考 えなければならないと述 べ、2030年 までの国 の気 候 変 動 目 標 を

達 成 するために は、より多 くの森 林 が必 要 であるため、森 林 への投 資 が必 要 であり 、より

多 くの森 林 がなければチリに未 来 はなく、林 業 はチリ中 南 部 のアイデンティティの一 部 で、

森 林 再 生 に新 たな弾 みをつける必 要 があると付 け加 えた。 

 

（ １ ２ ）  2024年 第 1四 半 期 のサービス輸 出 が過 去 最 高 ： 外 務 省 プレスリリース 

4月 11日 、チリ外 務 省 は、2024年 第 1四 半 期 、サービス輸 出 が過 去 最 高 を更 新 し、42 .

7％ 成 長 した旨 のプレスリリースを発 出 した。 

チリ外 務 省 によると、2024年 第 1四 半 期 のサービス輸 出 額 が6億 7, 400万 米 ドルに達 し、

記 録 が残 っている期 間 で最 高 額 となり、前 年 同 期 比 42 .7%の増 加 となった。 

サンウエサ外 務 省 国 際 経 済 担 当 次 官 も主 な発 言 は、以 下 のとおり。 

①サービス輸 出 が金 額 面 で伸 びているだけでなく、デジタル配 信 や専 門 家 による直 接 サー

ビスなど、海 外 で提 供 されるサービスの量 も大 幅 に増 加 している。 

②オンライ ンゲーム、アニメーシ ョンサービス、遠 隔 教 育 、鉱 業 、農 業 、工 業 、建 築 、銀 行

業 務 など、国 の起 業 家 の創 造 性 が世 界 の隅 々にまで行 き渡 っている。 

主 な輸 出 状 況 は以 下 のとおり。 

①最 も輸 出 された5つのサービスは、「 飛 行 機 、ヘリコプター、その他 の航 空 機 のメンテナン

スと修 理 」 （ 1億 1 , 000万 米 ドル） 、「 ウェブサイトと電 子 メールのホスティング」 （ 6 , 2 60万 米

ドル） 、「 インターネット経 由 のコンピュータと情 報 技 術 の技 術 サポ ート」 （ 6 , 1 20万 米 ドル） 、

「 ITアプリケーションの設 計 と開 発 」 （ 3 , 430万 米 ドル） 、「 ITコンサルティング」 （ 2 , 860万 米

ドル） を合 わせると、サービス輸 出 の44％ を占 めた。また、「 オリジナル・ ソフトウェアのデザ

イン」 、「 銅 採 掘 施 設 のエンジニアリング 」 、「 コマーシャルの撮 影 」 、「 化 学 ・ 生 物 学 の研

究 開 発 」 、「 アニメーション技 術 による撮 影 」 なども輸 出 が目 立 った。 

②サービスの輸 出 先 は、米 国 （ 1億 8 ,300万 米 ドル） 、ペルー（ 1億 5 ,000万 米 ドル） 、コロン

ビア（ 4 ,700万 米 ドル） 、スイス（ 3 ,400万 米 ドル） 、アルゼンチン（ 2 , 900万 米 ドル） 、英 国 （ 2 ,

400万 米 ドル） 、ブラジル（ 2 ,100万 米 ドル） 、スペイン（ 1 ,900万 米 ドル） など103カ国 に及 ん

だ。 

③商 品 別 の輸 出 は、銅 陰 極 、リチウム、酸 化 モリブデンの販 売 減 少 により、合 計 246億 5 ,

000万 米 ドルとなり、同 比 4 . 8％ 減 となった 。しかし、全 体 的 な減 少 にも関 わらず、い くつか

の分 野 での輸 出 が目 立 った。 

④銅 は、109億 2 ,900万 米 ドルで同 比 4％ 増 。これは銅 精 鉱 の輸 出 増 によるものである。ま

た、生 鮮 果 実 は、36億 1 , 300万 米 ドルで同 比 10％ 増 。これはサクランボ、ブルーベリー、プ

ラム、ブドウの増 加 によるものである。ワインは、3億 6 ,800万 米 ドルで同 比 3.4％ 増 。これは

ボ ト ルワ イ ン と バ ル ク ワ イ ン の 両 カ テ ゴリ ー が 伸 び 、 原 産 地 呼 称 の ブ レ ン ド や ソ ー ヴ ィ ニ ヨ

ン・ ブラン、シャルドネ、ピノ・ ノワール、カベ ルネ・ ソーヴィニヨンなどの品 種 が目 立 った。セ

ルロースは7億 380万 米 ドルで同 比 6％ 増 となった。 

⑤カ テ ゴリ ー別 では、 伝 統 的 商 品 は125 億 700万 米 ドルで 同 比 1 . 8％ 減 、 非 伝 統 的 商 品

は121億 4 , 300万 米 ドルで同 比 7.6％ 減 となった。しかし、3 ,514種 類 の非 伝 統 的 製 品 を輸



19 

出 し、うち1 ,975種 類 （ 全 体 の55％ ） が増 加 。最 も顕 著 な伸 びは、金 、生 鮮 チェリー、生 鮮

ブルーベリー、硝 酸 カリウム、生 鮮 ネクタリン、NKS肥 料 、冷 凍 アジ、イヌリン、脱 水 プラム、

HGサーモン、トマトピューレ、生 鮮 ネクタリンであった、 生 プラム、ブドウジュース、化 粧 板 、

冷 凍 イチゴ、桃 の果 肉 、深 海 タラ、オリーブオイル、深 海 タラ、ビール、キレーエキス、羊 毛 、

カキ、マンハール、ミツバチとなった。 

 

（ １ ３ ）  リチウム・ プロジェクト開 発 関 心 表 明 プロセス開 始 ： 鉱 業 省 プレスリリース 

4月 15日 、チ リ 鉱 業 省 は、国 内 外 の 投 資 家 がチ リでリチ ウム ・ プ ロジ ェクト 開 発 に 関 心

表 明 を示 すプロセスを開 始 した旨 のプレスリリースを発 出 した。 

 15日 、CESCO Week  2024の開 幕 の一 環 として、ウィリアムス鉱 業 大 臣 とグラウ経 済 大

臣 は、国 内 外 投 資 家 に対 し、チリにおけるリチウム鉱 床 の探 査 、開 発 に関 する1つ又 は複

数 のプロジェクト開 発 への関 心 を表 明 （ RF I 「 関 心 表 明 及 び情 報 提 供 要 請 書 」 ） するため

の募 集 を開 始 すると発 表 。本 プロセスは、60日 間 続 き、最 新 の情 報 に基 づき、リチウム特

別 操 業 契 約 （ CEOL） 付 与 のための効 率 的 なプロセス設 計 を可 能 にする。 

 本 プロセスへの参 加 に関 心 のある国 内 外 の投 資 家 は、プラットフォームにアクセスして関

心 のあ るプレゼンテ ーションを 行 うこともでき る。本 プロセスは、本 日 から開 始 し、5月 17日

まで質 問 を 受 け 付 け 、6月 17 日 までに 関 心 表 明 を 提 出 。7月 9日 までに 結 果 の 公 表 が 行

われる。 

 チリは、世 界 最 大 のリチウム埋 蔵 国 で、その埋 蔵 量 は36％ に達 する。リチウムの需 要 は、

長 期 にわたってプラスに拡 大 すると予 測 されている。COCHILCO（ チリ銅 委 員 会 ） によると、

リチウムの需 要 は、年 平 均 15 .5％ で成 長 すると予 測 されている。この増 加 は、エレクトロモ

ビリティの発 展 によるリチウムイオン電 池 の消 費 量 増 加 の予 測 に 基 づいている。チリの戦

略 は、国 が主 導 し、公 営 企 業 が主 導 的 役 割 を果 たし、民 間 セクターは戦 略 的 価 値 のある

塩 田 におけるパートナ ーとして、或 いは独 自 の探 鉱 ・ 開 発 プロジェクトを推 進 するパート ナ

ーとして、全 てのプロジェクトに参 加 する。 

 「 ウィ」 大 臣 の主 な発 言 は以 下 のとおり。 

①3月 末 に発 表 された通 り、また予 定 通 り、本 日 、RF Iが開 始 され、国 家 リチウム戦 略 （ 以

下 、戦 略 ） における新 たなマイルストーンに到 達 した。本 RFIによって、国 がCEOLの供 給 プ

ロセスを 開 始 するリ チ ウム 鉱 床 を 、適 切 であれば先 住 民 との事 前 協 議 を 経 て決 定 するこ

とができる。 

②ここ数 ヶ月 間 、我 々は、チリの現 在 と未 来 のために、強 力 な国 家 リチウム産 業 を共 に構

築 するた めに 、コ ミュ ニ テ ィとの 対 話 と 参 加 、透 明 性 、 専 門 性 、 将 来 の ビジ ョ ンを 持 っ て、

確 実 性 を提 供 することにコミットして取 り組 んできた。 

③本 プロセスの開 始 は、新 たな一 歩 であり、アタカマ州 で実 施 しているENAMI（ チリ鉱 業 公

社 ） とCOD EL CO（ チ リ銅 公 社 ） が要 請 し たCEOL のた めの先 住 民 協 議 と並 行 して 進 めら

れる予 定 であり、戦 略 は着 実 なペースで前 進 している。 

「 グ」 大 臣 の主 な発 言 は、以 下 のとおり。 

①戦 略 の 立 ち 上 げ 以 来 、I n v e s tCh i l e （ チ リ 投 資 促 進 庁 ） を 通 じて12カ 国 97 社 の企 業 と

接 触 しており、彼 らはチリのリチウム産 業 への参 加 に関 心 を示 している。今 日 、我 々は、リ

チウムの探 査 と開 発 において、柔 軟 性 があり、様 々な方 法 を提 供 する戦 略 で、チリでのプ

ロジェクト開 発 への関 心 を正 式 に表 明 する企 業 を招 待 している。 
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②チリ政 府 としては、2つの明 確 な目 標 がある。1つ目 は、チリの潜 在 力 と市 場 機 会 を活 用

して生 産 量 を 増 やす こと、2つ 目 は、生 産 の高 度 化 を 強 化 す る こと。採 掘 事 業 だ けに とど

まることなく、リチウムのバリューチェーンに 進 出 し、他 の事 業 分 野 にも利 益 をもたらすこと

で、新 産 業 開 発 の可 能 性 を広 げ、チリのために新 たな、より良 い雇 用 を創 出 することであ

る。 

 マルセル財 務 大 臣 の主 な発 言 は、以 下 のとおり。 

①RF Iにより、どの塩 田 に需 要 があり、生 産 的 な開 発 の可 能 性 があるかを特 定 することが

でき、それぞれのケースで先 住 民 との協 議 を含 め、CEOLの付 与 に至 る全 プロセスを実 施

することができる。 

②より環 境 に優 しい 経 済 を発 展 させるために、優 先 的 な鉱 物 を採 掘 するプロジェクトに投

資 する余 地 が誰 にでもあることを 再 確 認 する仕 組 みを 開 くもの。民 間 部 門 がリ ーダーシッ

プを発 揮 し、26の塩 田 では公 共 部 門 とパートナーシップを組 むことができる。 

 


